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独立行政法人国際観光振興機構 

独立行政法人国際観光振興機構 カスタマー・ハラスメント対応方針 

 

独立行政法人国際観光振興機構（以下「当機構」という。）は、すべての職員が安
全・安心して働ける職場環境の整備と、事業関係者の皆様との健全で良好な関係の維
持との両立を目指しています。また、職員は事業関係者の皆様に対し、適切かつ誠実
な対応に努めています。 

一方で、社会通念上相当な範囲を超える要求や言動は、職員の人格及び尊厳を傷つ
け、就業環境を害するものであることから、職員を守り、安全かつ安心して働くこと
のできる職場環境を確保するため、また、事業関係者を含む関係者への被害を防止す
るため、カスタマー・ハラスメントに対しては組織として毅然と対応します。 

 

●カスタマー・ハラスメントの定義 

当機構は、「事業関係者による言動、要求の内容又は要求を実現するための手段若し
くは態様が、社会通念上相当な範囲を超えるものであって、当機構に勤務する者の就
業環境を害するもの」をカスタマー・ハラスメントと定義します。 

 

●対象となり得る行為（例示） 

・身体的又は精神的な攻撃（暴行、傷害、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土下座の 
強要等） 

・職員の個人情報等を SNS その他インターネット上に投稿する行為 

・威圧的な言動（大声による威嚇、反社会的な言動等） 

・継続的、執拗な言動（同様の質問の執拗な繰り返し、執拗な責め立て等） 

・拘束的な行動（長時間にわたる居座りや電話等） 

※ 以上の例示に限られるものではありません。 

 

●カスタマー・ハラスメントへの対応 

当機構は、カスタマー・ハラスメントに該当すると判断した場合、職員の安全及び
就業環境の確保を最優先に、組織として対応します。そのため、カスタマー・ハラス
メントに該当すると判断した場合には、以下のとおり対応することがあります。 

・電話、電子メール、面会その他の対応を中止又はお断りすること 

・機構施設への立ち入りをお断りすること 

・事実確認及び適切な対応のため、やり取りを録音又は録画すること 

・法的手続が必要な場合は弁護士へ相談すること 

・暴力、傷害、脅迫等の犯罪に該当し得る行為について警察へ通報すること 

※ 以上の例示のほか、状況に応じて適切に対処いたします。 

 

事業関係者の皆様におかれましては、本方針の趣旨について、ご理解とご協力を賜り
ますようお願いいたします。 

 

【相談窓口】 

部署名：総務部人事グループ ハラスメント相談担当 電話番号：03-5369-3340 

メールアドレス： harassment-support@jnto.go.jp 

以上 
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